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ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
界
に
お
い

て
は
、
ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ
イ
バ
ー
の

労
働
環
境
が
他
産
業
と
比
べ
て

長
時
間
労
働
・
低
賃
金
の
状
況

に
あ
り
、
ド
ラ
イ
バ
ー
不
足
が

大
き
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

ド
ラ
イ
バ
ー
不
足
に
よ
っ
て
重

要
な
社
会
イ
ン
フ
ラ
で
あ
る
物

流
が
滞
っ
て
し
ま
う
こ
と
の
な
い

よ
う
、
ド
ラ
イ
バ
ー
の
労
働
条

件
の
改
善
等
を
図
る
た
め
、
平

成
30
年
の
議
員
立
法
に
お
い
て
、

「
荷
主
対
策
の
深
度
化
」と「
標

準
的
な
運
賃
」、「
規
制
の
適
正

化
」、「
事
業
者
が
遵
守
す
べ
き

事
項
の
明
確
化
」
を
柱
と
す
る

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
が
改

正
さ
れ
た
。

　「
荷
主
対
策
の
深
度
化
」
の

う
ち
、
国
土
交
通
大
臣
に
よ
る

荷
主
へ
の
働
き
か
け
等
の
規
定

と
、「
標
準
的
な
運
賃
の
告
示

制
度
」
に
つ
い
て
は
、
令
和
６

年
３
月
ま
で
の
時
限
措
置
と
し

て
導
入
さ
れ
て
い
た
。し
か
し
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
感
染
拡
大
や
原
油
価
格
高
騰

な
ど
の
影
響
に
よ
り
、
労
働
条

件
を
改
善
し
、
担
い
手
を
確
保

す
る
た
め
の
取
り
組
み
は
道
半

ば
の
状
況
で
あ
っ
た
。
そ
の
た

め
、
全
ト
協
で
は
、
働
き
方
改

革
を
実
現
し
、
安
定
的
な
輸
送

サ
ー
ビ
ス
を
確
保
す
る
た
め
に

は
、「
標
準
的
な
運
賃
」
や
「
荷

主
へ
の
働
き
か
け
」
等
の
制
度

を
継
続
的
に
運
用
す
る
こ
と
が

必
要
と
判
断
。今
年
５
月
以
降
、

坂
本
会
長
を
先
頭
に
、
与
野
党

各
党
に
対
し
、
事
業
法
時
限
措

置
延
長
の
必
要
性
に
つ
い
て
要

望
を
重
ね
て
き
た
。

　
５
月
31
日
に
は
、
衆
議
院
国

土
交
通
委
員
会
で
同
委
員
会
提

出
の
法
律
案
と
す
る
こ
と
が
全

会
一
致
の
賛
成
で
決
定
。
翌
６

月
１
日
の
衆
議
院
本
会
議
に
お

い
て
可
決
さ
れ
、
参
議
院
に
送

ら
れ
た
。

　
６
月
13
日
に
は
、
参
議
院
国

土
交
通
委
員
会
で
審
議
さ
れ
、

改
正
案
は
全
会
一
致
で
可
決
さ

れ
た
。
翌
14
日
に
は
参
議
院
本

会
議
で
審
議
が
行
わ
れ
可
決

し
、
改
正
案
は
成
立
、
６
月
16

日
に
公
布
・
施
行
の
予
定
。

　
事
業
法
改
正
に
向
け
て
は
、

与
野
党
各
党
へ
の
働
き
か
け
か

ら
、
参
議
院
本
会
議
で
の
可
決

・
成
立
ま
で
、
お
よ
そ
１
か
月

と
い
う
異
例
の
速
さ
で
進
め
ら

度
を
、
ぜ
ひ
と
も
延
長
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
」
と
の
強
い
想

い
を
も
ち
、
業
界
が
ひ
と
つ
と

な
っ
て
与
野
党
各
党
の
国
会
議

員
に
対
し
て
力
強
く
交
渉
を
重

ね
て
き
た
成
果
で
あ
る
と
い
え

れ
た
。
こ
れ
も
、
坂
本
会
長
を

は
じ
め
と
し
た
ト
ラ
ッ
ク
運
送

業
界
関
係
者
が
、「
我
が
国
の

物
流
を
守
り
抜
く
た
め
に
日
々

奮
闘
し
て
い
る
ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ

イ
バ
ー
が
報
わ
れ
る
よ
う
な
制

よ
う
。

（
※
総
理
パ
ッ
ケ
ー
ジ
と
は
：
令

和
５
年
６
月
２
日
「
我
が
国
の
物

流
の
革
新
に
関
す
る
関
係
閣
僚
会

議
」
で
決
定
さ
れ
た
「
物
流
革
新

に
向
け
た
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」）

「貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律」　
　貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）の一部を次のように改正する。

　附則第一条の二第一項から第四項までの規定及び附則第一条の三第一項中「平成三十六年三月
三十一日までの間、国土交通大臣は」を「国土交通大臣は、当分の間」に改める。

　附　則

　この法律は、公布の日から施行する。

 【趣旨説明】（衆議院国土交通委員会　木原稔委員長）

　平成 30 年に、いわゆる働き方改革関連法が成立しました。この中で、時間外労働の上限について、大企業は平
成 31 年 4 月から、中小企業は令和 2 年 4 月から、年間で 720 時間とすることとされましたが、トラックドライバー等
については、運転業務の特性や取引慣行の課題があることから、上限時間が年間で 960 時間とされ、適用の時期
については令和 6 年 4 月まで猶予されておりました。
　このような状況から、貨物自動車運送事業法につきましては、令和 6 年 4 月からのトラックドライバー等に対する時
間外労働の上限規制の適用を見据え、平成 30 年に議員立法により時限措置として、荷主による違反原因行為へ
の対処及び標準的な運賃の設定の規定を新設したところであります。
　一方で、新型コロナウイルス感染症の拡大や燃油価格高騰などの影響を受け、トラック事業者の経営状況はいっそ
う厳しさを増しており、荷待ち時間の削減や適正な運賃の収受等により、労働条件を改善し、担い手を確保するため
の取組は道半ばとなっております。国土交通省が実施した調査によると、荷主との運賃の交渉において標準的な運賃
の活用は進んできてはいるものの、十分な浸透が図れているとは言えない状況が示されております。また、同調査では
回答した事業者の 76 パーセントが標準的な運賃制度の延長を希望するとされております。
　働き方改革の実現と安定的な輸送サービスを確保するため、現行の措置を継続的に運用することが必要な状況とな
っております。
　本案は、このような現状を踏まえ、令和 6 年 3 月31 日に期限が到来する荷主による違反原因行為への対処及び
標準的な運賃の設定に関する措置について、当該措置の期間を当分の間延長しようとするものであります。

号 外

　

令
和
６
年
３
月
ま
で
の
時
限
措
置
と
さ
れ
て
い
る

「
荷
主
対
策
の
深
度
化
」と「
標
準
的
な
運
賃
」を「
当

分
の
間
」
延
長
す
る
、
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
が
、
６
月
１
日
の
衆
議
院
本

会
議
に
続
き
、６
月
14
日
の
参
議
院
本
会
議
で
可
決
、

成
立
し
た
。

　

全
ト
協
で
は
、
会
員
事
業
者
が
荷
主
に
対
し
て
荷

待
ち
時
間
の
短
縮
等
、
労
働
環
境
の
改
善
を
積
極
的

に
申
し
入
れ
る
と
と
も
に
、
荷
主
に
対
し
て
「
標
準

的
な
運
賃
」
へ
の
理
解
を
求
め
る
行
動
を
よ
り
積
極

的
に
進
め
る
よ
う
、
会
員
事
業
者
に
強
く
呼
び
か
け

て
い
く
。

坂本　克己
全日本トラック協会会長事業法の一部を改正する法律案は、6月1日に衆議院本会議で可決、参議院へ送られた 6月14日に開催された参議院本会議で可決・成立した

国会審議国会審議の経過の経過
	 5 月	 31日	（水）	 衆議院国土交通委員会
	 6月	 1日	（木）	 衆議院本会議
	 6月	 13日	（火）	 参議院国土交通委員会
	 6月	 14日	（水）	 参議院本会議
	 6 月	16日	（金）	 公布・施行

念願のトラック法の延長が可決・成立念願のトラック法の延長が可決・成立
提案から異例のスピード！
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